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① 緊急事態宣言の解除後においても、病床・宿泊療養施設の確保に万全を期すとともに、感染拡大が短期間で急速に生じる場合もあり
得ることから、感染者数の大幅増（例えば今冬の1日当たり最大感染者数の２倍程度）を想定した緊急的な患者対応を行う方針・
体制を早急に検討し、②の中間報告と併せて、４月中に報告。

※ なお、上記体制は一般医療を相当程度制限せざるを得ないものであり、時限の緊急避難的な対応であることに留意する必要がある。

＜検討事項＞ ※例えば1日当たり最大新規感染者数が２倍程度になったときの最大療養者（入院、宿泊療養、自宅療養の患者）を、国が示した方法に基づき算出した上で検討。

１．患者の療養先の確保

・ 予定入院・手術の延期等緊急的な病床確保方策の策定

・ 健康管理を強化した宿泊療養施設の稼働

・ 自宅等で療養とならざるを得ない方への健康観察体制の確保（パルスオキシメーターの活用、往診・オンライン診療・訪問看護等による地域の医療機関

での健康観察・健康管理） 等

２．患者の入院・療養調整の体制確保

・ 保健所・都道府県調整本部における入院・療養調整業務に係る応援体制の整備 等

・ 入院・療養調整の業務フローの見直し（入院・療養先調整を調整本部で一括実施、調整本部の体制強化 等）

② これまでの取組に加え、地域で一般医療との両立も含めたコロナ医療について改めて具体的に協議・合意し、患者受入が実
際に可能な病床を最大限確保。その際、昨夏の療養者数の推計を基本としつつ、現在の確保病床以上で見直すこととし、
医療機関間の役割分担の徹底、医療従事者確保、後方支援病院確保などにより、実効性のある病床を最大限積み上げ、５
月中に病床・宿泊療養施設計画を見直し。

○ 一連の患者対応の状況や一般医療への影響度合いに関する確認項目を国が示し、これに基づき、各都道府県が、状況を確認し改善

できる体制を構築。（療養先調整中人数、後方支援医療機関への待機件数等により患者フローの目詰まりの状況、救急搬送

困難事案件数やICUの使用率等により一般医療への影響度合いを確認。）

○ 新規感染者数の増加傾向が２週間継続した場合のモニタリングを行い、感染防止対策に反映。

②で最大限積み上げた病床を超える場合や、短期間で急激な感染拡大が生じた場合には①の緊急的な患者対応を行う体制に切り替

え。（強力な感染防止対策が必要）

医療提供体制整備（Ⅰ章・Ⅲ章）

医療提供体制整備後の運用（Ⅱ章）



今後の感染拡大に備えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備について（イメージ）

2

前１週間の状況をもとに、２週間先の見通
しを分析、適宜、感染防止対策を実施

②最大確保病床で受け
止められる１日当たり新
規感染者数

⇒一般医療と両立できる
最大キャパシティ

①緊急的な患者対
応を行う体制を事
前に検討し、実施。

② 地域で一般医療とコロ
ナ医療の両立について改め
て具体的に協議・合意し、
患者受入が実際に可能な
コロナ病床を最大限確保。

①例えば今冬の１日当た
り最大感染者数の２倍
程度の感染者数

現在の確保病床数で受け
止められる１日当たり新規
感染者数

① 最大確保病床で受け止められる
１日当たり新規感染者数（②のライ
ン）を２週間後に超える場合（強
力な感染防止対策が必要）

２週間

① 短期間で急激な感染拡大が生じた
場合（強力な感染防止対策が必要）


